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特許権をどのように取得するのか？

１．発明から特許出願まで

２．特許出願に必要な書類

３．特許出願の手続

４．特許出願後に付与される番号

５．特許出願後の手続（審査）



明細書作成までの検討手順

開発目的（研究テーマ）の明確化

先行技術調査
自分の発表論文・関連出願の抽出

本発明の客観的な把握・見直し
（具体的な製品のイメージ）

実施例、適用例の追加
（論文、学会発表を見た当業者が思いつきそうな例）

完成明細書



特許出願に必要な書類 （工業所有権情報研修館
研修用テキストより）



出願明細書に書くべきこと

論文 出願明細書

実験データから確
実にいえること

実験データから確
実にいえること

当業者が実験データ
に基づいて容易に実
施できること

論文を読んだ研究者
がすぐに思いつくこと、
試してみようとすること

実験データ
実験データ



公
開
公
報

出 願

審査請求

審 査

みなし取下

拒絶理由通知

拒絶査定

意見書・補正書

審判請求

特許権
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１年６月
（３年以内）

審 判 拒絶審決

特許出願から特許権まで

（拒絶理由有）

（拒絶理由無）

（方式審査）

知財高裁・最高裁



① 産業上利用できる発明ではない
§２９－１柱書

② 発明の単一性を満たさない
§３７

③ 新規性がない
§２９－１－１，２，３

④ 進歩性がない
§２９－２

⑤ 先願がある
§３９ §２９の２

⑥ 明細書の記載に不備がある
§３６－４－１，６－１，２

主な拒絶理由



出願明細書

①発明の成立性違反
②発明の単一性違反
③明細書記載不備

④新規性・進歩性違反
⑤先願発明の存在

先行技術調査

意見書
補正書

特 許 査 定

審査請求

拒
絶
理
由
通
知

拒

絶

査

定

審査官による実体審査



特許権
従来技術

従来技術と特許権

従来技術とその広がり＝新規性・進歩性

特許請求の範囲



特許請求
の範囲
特許権明細書開示内容

明細書の開示と特許権



開示内容

明細書

従来技術

特許権

特許請求の範囲

特許権の成立



今日のポイント

１．発明から特許出願まで

先願主義：１日でも早い出願が有利

２．特許出願に必要な書類

願書・明細書・特許請求の範囲

３．特許出願後の手続

｢審査請求｣によって｢実体審査｣が始まる

・・・出願後３年経過で｢みなし取下｣


